
龍ケ崎市公告第１２９号 

 

 龍ケ崎市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１８年龍ケ崎市条例第

４号）第６条の規定に基づき、龍ケ崎市人事行政の運営等の状況について、次のとお

り公表する。 

  令和８年９月２９日 

龍ケ崎市長  萩 原   勇 

 

 
 

１ 職員数及び職員の任免に関する状況 

⑴ 職員数の推移（各年度４月１日現在）                    （人） 

区分 
令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

令 和 

６年度 

令 和 

７年度 

令 和 

８年度 

職員数 ４３３ ４２９ ４３３ ４４０ ４４９ 

内 

訳 

地方公務員 

定員管理調査 
４３１ ４２８ ４３１ ４３９ ４４５ 

再任用 

短時間勤務職員 
０ ０ ０ ０ ３ 

一部事務組合 

への派遣 
２ １ ２ １ １ 

（注） 職員数は市長・副市長および教育長を除く一般職に属する職員数であり、地方公務

員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、会計年度任用職員は含まれていま

せん。「地方公務員定員管理調査」の職員数に派遣職員数を加えたものです。 

 

参考：障がい者雇用率の推移（各年度６月１日現在）              （％） 

区分 
令 和 

４年度 

令 和 

５年度 

令 和 

６年度 

令 和 

７年度 

令 和 

８年度 

龍ケ崎市 ２．４４ ３．１７ ２．９１ ２．９７ ２．９５ 

法定雇用率 ２．６０ ２．６０ ２．８０ ２．８０ ２．８０ 

（注） 法定雇用率：「障害者の雇用の促進等に関する法律」によって雇用しなければならな

い障害者の割合 

  



 

⑵ 職員採用の状況（令和７年度途中及び令和８年度） 

令和７年度途中の新規採用者は６人、令和８年４月１日付け新規採用者等は２７人（任期

付職員７人、再任用職員１人を含む）です。 

 

採用試験の状況                       (人) 

職種 応募者数 受験者数 合格者数 

一般事務（大卒） ８４ ６７ １０ 

一般事務（高卒） ６ ６ ３ 

一般事務（特別選抜） １ １ ０ 

一般事務（民間企業等経験者） １０ １０ ３ 

土木・建築 ２ ２ ０ 

保育士 ５ ５ １ 

保健師 ２ ２ ２ 

 
⑶ 事由別退職の状況（令和７年度） 

任期の定めの無い職員の事由別退職の状況            （人） 

定年退職 勧奨退職 普通退職 その他 合計 

０ ３ １０ ０ １３ 

※ 令和７年度の退職者は全体で２４人（任期の定めの無い職員１３人、再任用職員１０人、

派遣受入終了１人）です。 

 

  



(4)  部門別職員数（令和７年度及び令和８年度）               （人） 

区分 

職員数 

(各年４月１日) 
対前年 

増減数 
主な増減理由 

令和７年 令和８年 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議会 ６ ５ ▲１ 業務改善 

総務 １３９ １３２ ▲７ 業務改善 

税務 ２５ ２６ １ 業務充実 

民生 ８４ ９５ １１ 業務充実 

衛生 ３４ ３５ １ 業務充実 

労働 １ １ ０  

農林水産 １２ １２ ０  

商工 ９ １０ １ 業務充実 

土木 ４１ ４０ ▲１ 業務改善 

小計 ３５１ ３５６ ５  

特別行

政部門 
教育 ５３ ５３ ０  

公営企
業等会
計部門 

下水道 ７ ８ １ 業務充実 

その他 ２８ ２８ ０  

小計 ３５ ３６ １  

合計 ４３９ ４４５ ６  

一部事務組合 

への派遣職員 
１ １ ０  

総合計 ４４０ ４４６ ６  

 

  



 
２ 職員の人事評価の状況 

平成１８年度から管理職を対象に人事評価制度を試行的に導入し、平成１９年度からは全職

員を対象に行っています。また、令和５年度から多面評価（部下から上司への評価）を試行的

に実施運用します。 

 

⑴ 人事評価の目的 

① 人材の育成・組織の活性化 

② 公正な処遇 

③ 適材適所の人事配置 

 

⑵ 当市の人事評価の構成 
 

   
業績評価 

 目標に対する達成度を評価する。 

目標による管理、スケジュール管理など。     

      

人事評価制度 

  

意欲評価 

 仕事に取り組む姿勢や行動を評価する。 

規律性・責任行動・協調性・積極性・市民満足志向

など。 
 

 
 

      

  
 

能力評価 

 
専門知識・技能の日々の業務での活用状況や、体得

した修熟能力（判断力・企画力など）の活用状況を

評価する。 

専門知識・管理統率力・政策形成力・意思決定力・

対人折衝調整力など。 
  

 
 

 

⑶ 評価段階（尺度）について 

日々の仕事ぶりについて、評価項目別に５（特に優れている）～１（特に劣っている）の

５段階で評価し、「指導記録シート」に記録を行います。年度末には、評価を項目別に点数

化して合計し、最終的にＳ（９０点以上）～Ｄ（２５点未満）の５段階で総合的に判定しま

す。 

 

⑷ 評価結果について 

評価結果について全ての職員が納得できるよう、中間面談、育成面談や職場でのコミュニ

ケーションを通じて十分な説明を行い、市の定める着眼点やルールに基づき絶対評価を行う

など、公平性・透明性・納得性の高い人事評価制度作りに努めています。 

また、評価結果について疑問のある職員は、評価者（直属の課長など）に対して十分な説

明を求めることができ、人事課に対して申し出ることもできます。 

評価結果については、昇給や勤勉手当の処遇に反映し、その他、人材育成・能力開発や人

事異動などに活用します。 

平成２３年６月から、前年度の評価結果を勤勉手当の成績率に、また、平成２８年４月か

ら昇給に反映させています。 

 

令和７年度人事評価結果 

区分 
Ｓ 

特に優秀 

Ａ 

優秀 

Ｂ 

良好 

Ｃ 

良好 

でない 

Ｄ 

特に良好 

でない 

計 

職員数 ０人 ５５人 ３４８人 ３人 ０人 ４０６人 

構成比 ０.０％ １３．６％ ８５．７％ ０．７％ ０.０％ １００％ 

 



３ 職員の給与の状況 

⑴ 職員給与の内容 

職員の給与は、給料及び職員手当からなり、その概要は次のとおりです。 

 

      
給料 

 
職務・職責に応じて給料表に定める額 

       

              

      
扶養手当 

 
扶養親族のある職員に支給 

       

              

   毎月決まって支給

されるもの 
  

住居手当 
 借家等に居住し、家賃を支払っている職員に支

給       

              

      
通勤手当 

 電車・バス・乗用車等により通勤する職員

に支給        

              

      
管理職手当 

 
管理・監督する地位にある職員に支給 

       

              

      
地域手当 

 地域における民間の賃金水準を基礎とし、

物価等を考慮して支給 
給与 

      

             

      
単身赴任手当 

 異動等による転居で、やむを得ない事情に

より配偶者と別居し、単身で生活すること

を常況とする職員に支給 
  

 
    

              

      
時間外勤務手当 

 通常の勤務時間を超えて勤務したときに支

給    勤務の実績に応じ

て支給されるもの 
   

             

      
特殊勤務手当 

 危険・不快・不健康等の著しく特殊な勤務

に従事したときに支給        

              

      
期末・勤勉手当 

 
民間企業のボーナスに相当する手当 

   臨時に支給され

るもの 

   

             

      
退職手当 

 
職員が退職したときに支給する手当 

       

 

  



⑵ 人件費の状況 

令和７年度普通会計（決算額）に占める人件費の状況             

住民基本 

台帳人口 

（R8.3.31） 

（人） 

歳出額 

（千円） 

Ａ 

実質収支 

（千円） 

人件費 

（千円） 

Ｂ 

人件費比率 

（％） 

Ｂ／Ａ 

（参考） 

令和６年度 

人件費比率 

７４，０８７ ３１，４０５，４５１ １，２９３，３４５ ４，８０１，６７４ １５．３ １３．７ 

（注）１ 人件費とは、職員に支給された給与、退職手当、共済組合事業主負担金、公務災

害補償基金負担金、特別職に支給された給与などの総額をいいます。 

２ 普通会計とは、下水道事業や介護保険事業などの独立採算制を原則とする会計以

外の会計をいいます。 

３ 実質収支とは、歳入総額から歳出総額及び翌年度へ繰り越すべき財源を控除した

額をいいます。 

４ これらの数値は、令和７年度地方財政状況調査によるもので、人件費には、臨時

職員や非常勤職員の分も含まれます。 

⑶ 職員給与費の状況 

令和７年度普通会計（決算額）での給与費の状況                （千円） 

職員数 

Ａ 

給与費 1人当たりの 

給与費 

Ｂ／Ａ 
給料 職員手当 

期末・ 

勤勉手当 

計 

Ｂ 

４０４ １，６４３，１５６ ４７３，３８６ ７４８，５１１ ２，８６５，０５３ ７，０９２ 

（注） 職員数は一般行政職及び技能労務職員等の総数で、給与費とは人件費のうち職員に

支給される給料と職員手当（退職手当を除く。）をいいます。 

 

⑷ ラスパイレス指数の状況 

ラスパイレス指数とは、地方公務員と国家公務員の給与水準を国家公務員の職員構成を基

準として、一般行政職における学歴別、経験年数別に平均給与額を比較し、国家公務員の給

与を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示したものです。 

                                 （％） 

区分 龍ケ崎市 
類似団体 

（一般市Ⅱ－３） 
茨城県 全国市平均 

令和２年度 ９７．５ ９８．３ １００．７ ９８．９ 

令和７年度 ９７．５ ９８．６ １００．３ ９８．７ 

（注） 類似団体とは、人口規模や産業構造が龍ケ崎市と似ている団体であり、そのラスパ

イレス指数を単純平均したものです。 

 

  



⑸ 職員の平均給与月額の状況（令和８年４月１日現在） 

① 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

区分 
平均年齢 

（歳） 

平均給料月額 

（円） 

平均給与月額 

（円） 

一般行政職 ４３．３ ３４６，４００ ４４１，４３４ 

技能労務職 ５７．４ ３０７，２００ ３５１，６００ 

（注） 「平均給料月額」とは令和８年４月１日現在における職員の基本給の平均で、「平

均給与月額」とは給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当や時間外勤務手当

などの諸手当の額を合計したものの平均です。 

 

② 職員の初任給の状況                    （円） 

区分 龍ケ崎市 国 

一般行政職 

大学卒 ２３２，０００ ２３２，０００ 

高校卒 ２００，３００ ２００，３００ 

技能労務職 高校卒 １９８，２００ ― 

 

なお、経験年数・学歴別（一般行政職・大学卒）の職員の平均給料月額および国との比

較は下記のとおりです（令和７年４月１日現在）。 

（円） 

経験年数階層 龍ケ崎市 国 

 ３年以上 ５年未満 ２４１，７７３ ２４５，６２５ 

１０年以上１５年未満 ２９２，８１５ ３０３，３３２ 

２５年以上３０年未満 ３９３，９３７ ４０１，８４７ 

（注）１ 一般行政職・大学卒職員の平均給料月額で経験年数は一部抜粋したものです 

２ 国の情報については、人事院ＨＰより抜粋したものです。 

 

  



⑹ 一般行政職の等級及び職制上の段階ごとの状況（令和８年４月１日現在） 

等

級 

等級別基準職務表に

規定する基準となる

職務 

合計 内訳 職制上の段階 

(人) (％) 職名 (人) (人) (％) 
段

階 

１

級 

１ 主事補又は技師

補の職務 

２ 主事又は技師の

職務 

７８ １８．２ 

主事補 ７ 

１８５ ４３．２ 
係
員
級 

主事 ７１ 

２

級 
副主幹の職務 ４９ １１．４ 副主幹 ４９ 

３

級 
主幹の職務 ５８ １３．６ 主幹 ５８ 

４

級 

１ 副主査の職務 

２ 係長の職務 

３ 主査の職務 

９５ ２２．２ 

副主査 ２２ 

９５ ２２．２ 
係
長
級 

係長 ５１ 

主査 ２２ 

５

級 

１ 課長補佐の職務 

２ 副参事の職務 
８８ ２０．６ 

所長補佐 １ 

８８ ２０．６ 

課
長
補
佐
級 

事務局長補佐 ２ 

所長 ２ 

出張所長 １ 

館長 １ 

課長補佐 ７１ 

副参事 １０ 

６

級 

１ 課長の職務 

２ 参事の職務 

３ 会計管理者の職

務 

４ 危機管理監の職

務 

４９ １１．４ 

局長 ２ 

４９ １１．４ 
課
長
級 

所長 １ 

課長 ３１ 

参事 ４ 

会計管理者 １ 

教育監 １ 

危機管理監 １ 

次長 ８ 

７

級 

１ 特に重要な業務

を分する参事の職

務 

２ 議会事務局長の

職務 

３ 部長及び市長公

室長の職務 

１１ ２．６ 

参事 ２ 

１１ ２．６ 
部
長
級 

議会事務局長 １ 

部長 ８ 

計 ４２８ １００．０      

（注） 一般行政職（税務職・福祉職を含む。）は特別職及び技能労務職員を除いた職員数と

なります。 

  



⑺ 職員の手当の状況 

① 期末手当・勤勉手当（令和７年度） 

区分 支給年額等 

1人当たりの 

平均支給年額 
１，８４２，９１０円 

支給割合 
期末手当２．５２５月分 

勤勉手当２．１２５月分 

加算措置の状況 

（職制上の段階、職務の級等 

□□□□□による加算措置） 

役職加算 ５～１５％ 

 

② 特殊勤務手当（令和７年度） 

区分 支給額等 

支給実績 ２７８，４００円 

支給職員 1人当たり平均支給年額 ２３，２００円 

職員全体に占める手当を支給した職員の割合 ２．７３％ 

 

○ 特殊勤務手当の種類（令和８年４月１日現在） 

手当の名称 
主な支給 

対象職員 
主な支給対象業務 

左記職員に 

対する支給 

単  価 

感染症防疫作業手

当 
健康増進課職職員 

感染症の防疫作業に

従事したとき 
日額３００円 

社会福祉業務手当 

福祉総務課、障がい福

祉課、保護課、こども

家庭センター、健康増

進課職員 

各法令に基づく諸調

査・指導等の業務に

従事したとき 

日額３００円 

動物死体処理作業

手当 

環境対策課、商工観光

課、農業政策課職員 

動物の死体処理作業

に従事したとき 
日額３００円 

行旅死亡人等取扱

い業務手当 

福祉総務課、障がい福

祉課、保護課職員 

行旅病人の救護作業

に従事したとき 
日額６００円 

行旅死亡人、変死人の

収容作業に従事した

とき 

日額３，０００円 

災害応急作業当手

当 

防災安全課、災害対応

事務従事職員 

激甚災害指定地域等

において災害応急作

業等に従事したとき 

日額７１０円～ 

１，６８０円 

 

③ 時間外勤務手当                        （円） 

区分 支給実績 
職員 1人当たりの 

平均支給年額 

令和６年度決算 ８９，２１６，０００ ３１６，３７０ 

令和７年度決算 １１２，６４３，００１ ３８４，４４７ 

 

  



 

④ 退職手当（令和８年４月１日現在） 

職員が退職したときに支給される退職手当は、県内の全市町村で組織している茨城県市

町村総合事務組合の退職手当条例の規定に基づき、退職事由別に、退職する職員の勤続年

数に応じた支給月数により支給されます。 

勤続年数 区分 龍ケ崎市 国 

勤続２０年 
自己都合 １９．６６９５  月分 １９．６６９５  月分 

勧奨・定年 ２４．５８６８７５月分 ２４．５８６８７５月分 

勤続２５年 
自己都合 ２８．０３９５  月分 ２８．０３９５  月分 

勧奨・定年 ３３．２７０７５ 月分 ３３．２７０７５ 月分 

勤続３５年 
自己都合 ３９．７５７５  月分 ３９．７５７５  月分 

勧奨・定年 ４７．７０９   月分 ４７．７０９   月分 

最高限度額 
自己都合 ４７．７０９   月分 ４７．７０９   月分 

勧奨・定年 ４７．７０９   月分 ４７．７０９   月分 

    

その他の 

加算措置 

定年前早期退職特例措置 

２％～２０％加算 

定年前早期退職特例措置 

２％～４５％加算 

1人当たりの 

平均支給額 

（令和７年度） 

普 通 ： ２１，３６８千円 

勧 奨 ： ２１，０６２千円 

退 職 ：  ３，３０２千円 

 

 



⑤ その他の手当 

手 

当 

名 

内容及び支給単価（令和８年４月１日現在） 令和７年度決算 

龍ケ崎市 国 
支給実績 
（千円） 

支給職員 1人 
当たりの平均
支給年額
（円） 

扶養 

手当 

子   月額１３，０００円 
父母等 月額 ６，５００円 
※ １６歳から２２歳までの子
１人につき５，０００円加算
等 

同左 ４３，７６７ ２５０，０９９ 

地域 

手当 
４級地（給料の８％） 

勤務地に応じて 
０～２０％ 

１７３，４４０ ３９５，０８１ 

住居 

手当 

借家の場合 
家賃１６，０００円を超える場
合に限り、家賃の額に応じて月
額２８，０００円を限度に支給 

借家の場合 
同左 

２４，２７５ ３１５，２６２ 

通勤 

手当 

交通機関利用の場合 
月額最高１５０，０００円 

自動車等使用の場合 
片道２ｋｍ以上で使用距離に 

応じて支給 
距離による加算 

交通機関利用の場合 
月額最高 
１５０，０００円 

自動車等使用の場合 
 片道２ｋｍ以上で
使用距離に応じて支
給 

３１，１３３ ８５，５３１ 

管理

職 

手当 

管理・監督する地位にある職員
に支給 
部  長：月額９０，０００円 
 
課  長：月額６４，０００円 
 
課長補佐：月額４０，０００円 

など 

管理・監督する地位
にある職員に支給 
１０級一種： 
月額１３３，６００円 
８級一種： 
月額９９，８００円 
６級三種： 
月額５６，２００円 

など 

９０，８５８ ６２２，３１７ 

単身 

赴任 

手当 

異動等による転居で、やむを得な

い事情により配偶者と別居し、単

身で生活することを常況とする職

員に支給 

月額２６，０００円 

（距離に応じて６，０００円から

５８，０００円加算） 

同左 ０ ０ 

 

  



⑻ 特別職の報酬等の状況（令和８年４月１日現在） 

特別職の報酬（給料）額については、「龍ケ崎市特別職報酬等審議会」の答申を受け、議会

の議決を経て決定されます。 

区   分 給料月額等 

給料 

  （参考）類似団体における最高／最低額 

市 長 ９２７，０００円 １，１２０，０００円／５１０，０００円 

副市長 ７４６，０００円   ９３４，０００円／６１４，６００円 

教育長 ６８５，０００円   ― ／ ― 

報酬 

議 長 ４６９，０００円   ７５７，０００円／４００，０００円 

副議長 ４２３，０００円   ６７０，０００円／３２６，０００円 

議 員 ３９８，０００円   ６０６，０００円／３０３，０００円 

期末 

手当 

市 長 
（令和８年度支給割合） 

３．５０月分 
副市長 

教育長 

議 長 
（令和８年度支給割合） 

３．５０月分  
副議長 

議 員 

退職 

手当 

 （算定方式） （支給時期） 

市 長 給料月額×２２．０（１期４年間） 在任期間毎 

副市長 給料月額×１２．４（１期４年間） 在任期間毎 

教育長 給料月額× ７．２（１期３年間） 在任期間毎 

（注） 「類似団体の最高／最低額」については、令和７年４月１日現在の額です。 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件 

⑴ 勤務時間（標準的なもの） 

勤務時間 勤務時間の割り振り 休憩時間 

１週間につき 
３８時間４５分 

午前８時３０分から 
午後５時１５分まで 

正午から 
午後１時まで 

週休日（勤務時間を割 

り振られていない日） 

休日（特に命令がない 

限り勤務を要しない日） 

日曜日及び土曜日 
「国民の祝日に関する法律」に定める休日 
および年末年始（１２／２９～１／３） 

（注） 部署によっては、この限りではありません。 

 

  



⑵ 休暇制度（主なもの） 

① 有給の休暇等 

休暇等名 説明 

年次有給休暇 
一年度につき最高２０日付与され、残日数は翌年に２０日まで繰
越すことができる。 

夏季休暇 
夏季における盆等の諸行事のため、また心身の健康維持・増進を
図るため、原則として７月１日から９月３０日までの期間内に６
日の範囲内の期間。 

ボランティア休暇 
自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動を行うため
勤務しないことが相当と認められる場合で一年度において５日の
範囲内の期間。 

忌引 親族の区分に応じて１日から１０日の範囲内の期間。 

看護休暇 

中学校就学の始期に達するまでの子の看護(病気、けが、予防接

種又は健康診断を受けさせること。)や、保育・教育に係る行事（入

学式等の式典）への参加のために、一年度において５日(中学校就

学の始期に達するまでの子が２人以上の場合にあっては、１０

日)の範囲内の期間。 

短期介護休暇 

要介護者の通院等の付き添い、要介護者が介護サービスの提供を

受けるために必要な手続の代行その他の要介護者の必要な世話を

行うために、一年度において５日(要介護者が２人以上の場合に

あっては、１０日)の範囲内の期間。 

療養休暇 
傷病や疾病のために、療養する必要がある場合で、９０日以内で
必要と認められる期間。 

結婚休暇 
結婚日から１年以内の６日を超えない範囲内で必要と認められる
期間。 

妻の出産休暇 
妻の出産に伴う入退院等の付き添い、出生の届出を行う場合に、
男性職員に与えられる２日の範囲内の休暇。 

 

② 無給の休暇等 

休暇等名 説明 

介護休暇 
配偶者・父・母・子等の負傷・疾病・老齢などで日常生活を営む
のに支障がある者の介護をするために、６か月以内で必要な期間。 

 

③ その他（勤務時間の変更） 

休暇等名 説明 

育児短時間勤務 
小学校入学前の子を養育するため、１週間あたりの勤務時間を１
５時間３０分、１９時間２５分、１９時間３５分、２３時間１５
分、２４時間３５分とする制度（給料は勤務時間に応じて支給）。 

 



５ 休業に関する状況 

⑴ 休業制度 

休暇等名 説明 

育児休業 
子を養育する職員に対して、その子が３歳に達するまでの必要な期
間。 

部分休業 
子を養育する職員に対して、その子が小学校就学に達するまでの必
要な期間で、勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２
時間以内。 

修学部分休業 
大学等課程の履修のために、１週間当たりの通常の勤務時間の２分の
１を超えない範囲内で５分単位。 

高齢者部分休業 
１週間の通常の勤務時間の勤務を定年まで継続することを希望しな
い職員に対して、１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を超えな
い範囲内で５分単位。 

自己啓発等休業 
大学等課程の履修又は国際貢献活動のために、２年（国際貢献活動に
ついては３年）の範囲内の期間。 

配偶者同行休業 
外国で勤務等をする配偶者と共に外国に滞在する必要のある職員に
対して、３年の範囲内の期間。 

 

⑵ 育児休業及び部分休業の取得者数（令和７年度）   （人） 

区分 
育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

男性職員 ７ ０ 

女性職員 ７ １２ 

合計 １４ １２ 

 

６ 分限処分及び懲戒処分の状況（令和７年度） 

⑴ 分限処分 

分限処分とは、職員が一定の理由によりその職責を十分に果たすことが期待できない場合

に、本人の意に反して不利益な身分上の変動をもたらす処分をいいます。 

    （人） 

区分 降給 降任 休職 免職 計 

勤務実績が良くない ０ ０ ０ ０ ０ 

心身の故障 ０ ０ ４ ０ ４ 

職に必要な適格性を欠く ０ ０ ０ ０ ０ 

職制、定数の改廃、予算の減少

により、廃職、過員を生じた 
０ ０ ０ ０ ０ 

刑事事件に関し起訴された ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ４ ０ ４ 

（注） 免職：公務能率維持の観点から、職員の意に反してその身分を失わせる処分 

休職：職を保有させたまま、一定の期間職務に従事させない処分 

降任：現に有する職務の職を下位のものに任命する処分 

降給：現に決定されている給料の額より低い額に決定する処分 



⑵ 懲戒処分 

懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務におけ

る規律と秩序を維持することを目的として科す処分をいいます。 

    （人） 

区分 戒告 減給 停職 免職 計 

一般服務違反（秘密漏洩、秩序紊乱等） ０ ０ ２ ０ ２ 

一般非行（傷害・暴行等） ０ ０ ０ ０ ０ 

事務に関する不正（収賄、横領等） ０ ０ ０ ０ ０ 

道路交通法違反（飲酒運転等） ０ ０ ０ ０ ０ 

管理・監督責任 ０ ０ ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ２ ０ ２ 

（注）免職：職員としてその身分を失わせる処分 

停職：一定期間職務に従事させない処分 

減給：給与の一定割合を一定期間減額して支給する処分 

戒告：服務規律違反の責任を確認するとともに、その将来を戒める処分 

 

７ 服務の状況 

⑴ 年次有給休暇の取得状況（令和７年度 勤務条件調査より） 

対象職員数 

Ａ 

付与日数 

Ｂ 

取得日数 

Ｃ 

平均取得日

数 

Ｃ／Ａ 

取得率 

Ｃ／Ｂ 

３１８人 １１９８８．９日 ３７３３．２日 １１．７日 ３１．１％ 

（注） 対象職員数には、令和７年度中に育児休業、長期の療養休暇、休職、派遣等の特殊

事情のある職員を除きます。 

 

⑵ 夏季休暇の取得状況（令和７年度） 

対象職員数 

Ａ 

付与日数 

Ｂ 

取得日数 

Ｃ 

平均取得日

数 

Ｃ／Ａ 

取得率 

Ｃ／Ｂ 

４１３人 ２，４７８日 ２，４０６日 ５．８日 ９７．１％ 

（注） 対象職員数には、期間中（７／１～９／３０）に育児休業、長期の療養休暇、休職、

派遣等の特殊事情のある職員を除きます。 

 

８ 退職管理の状況 

地方公務員法の規定に基づき、市の職員として働いていた者が離職後に営利企業などに再

就職した場合、現職職員への契約事務等の要求や依頼（働きかけ）が禁止されています。 

当市でも「職員の退職管理に関する条例」を制定し、平成２８年度から届出による管理を行

っています。 

 

届出内容                                （人） 

退職年度 離職時の役職 再就職先 再就職先の地位 計 

― ― ― ― ０ 

 

  



９ 研修の状況（令和７年度実績） 

区 分 研修名等 受講延べ人数 

階層別研修 新任職員研修、新任係長～部長研修など １４８人 

専門研修 契約事務研修、二等無人航空機操縦講習など ３９人 

特別研修 人事評価制度研修、法務マスタ―研修など ４６８人 

 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

⑴ 共済組合の概要 

職員は、茨城県内の市町村職員で組織する茨城県市町村職員共済組合に加入しています。 

共済組合とは、相互扶助の精神によって、組合員とその家族（被扶養者）の生活の安定及

び福祉の向上を目指す組織です。 

共済組合は社会保険制度の一翼を担っており、主に次の３つの事業を行っています。 

事業名 内容 

短期給付事業 
病気・ケガ、出産、休業、災害、死亡などの際に、組合員とその家

族に医療などの必要な給付を行う事業 

長期給付事業 組合員の退職、障害、死亡の際に、年金や一時金を給付する事業 

福祉事業 
健康保持増進事業（健康診査など）や保養所の運営、住宅資金等の貸

し付けなどの事業 

 

⑵ 公務災害の補償制度（令和７年度） 

職員が公務上又は通勤途上に災害にあった場合、地方公務員災害補償法に基づいて補償さ

れます。その認定状況は次のとおりです。 

  （人） 

公務災害 通勤災害 計 

５ ０ ５ 

 

⑶ 健康診断実施状況（令和７年度） 

事業名 実施内容 受診者数等(人) 

各種健康診断 

人間ドック ２３２ 

胃がん検診 ５６ 

生活習慣病健診 ２０６ 

肺がん・結核（Ｘ線）検診 ２０５ 

大腸がん検診 ４２ 

子宮がん検診 ２５ 

乳がん検診 ２６ 

前立腺がん検診 ２１ 

骨粗しょう症検診 ４６ 

メンタルヘルス 健康相談機関事業の案内 随時 

  



１１ 苦情処理、措置要求及び不服申立ての状況 

⑴ 苦情処理制度の概要と状況（令和７年度） 

職員は規則に基づき、勤務条件その他の人事管理に関する苦情の申出や相談を公平委員会

にすることができます。その状況は次のとおりです。 

   （件） 

区分 勤務条件 人事管理 計 

苦情の申出 ０ ０ ０ 

苦情の相談 ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ 

 

⑵ 勤務条件に関する措置要求制度の概要と状況 

職員は規則に基づき、勤務条件に関して公平委員会に当局が適切な措置を講じるよう要求

することができます。その状況は次のとおりです。 

  （件） 

令和７

年度 

当初係

属件数 

新規

申立

件数 

処理件数 

令和７年

度末 

係属件数 

却下 

（不受理 

を含む） 

取下げ 打切り 

判定 

計 全部容

認処分

取消 

一部容認

処分修正 

全部容認

処分承認 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

⑶ 不利益処分に関する審査請求の概要と状況 

職員は規則に基づき、懲戒その他意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に審査請

求をすることができます。その状況は次のとおりです。 

  （件） 

令和７

年度 

当初係

属件数 

新規

申立

件数 

処理件数 

令和７年

度末 

係属件数 

却下 

（不受理 

を含む） 

取下げ 打切り 

判定 

計 全部容

認処分

取消 

一部容認

処分修正 

全部容認

処分承認 

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

 


